
















































































































































































































































































































































































































































































































　ＰＣＡでは，金融機関は自己資本比率(Risk Asset Ratio とLeverage Ratio
の組み合わせ）中心に５つのカテゴリーに分類される。各カテゴリー毎に
金融機関の業務に対する規制等に差が設けられており，またそれぞれのカ
テゴリーに応じた早期是正措置が講じられる（表４．詳細は日本銀行［1992］
参照）。これらの措置は，金融機関が最低限行なってはならない業務や，
監督当局が最低限実施しなければならない是正措置を規定しているに止ま
る。問題金融機関に対しては，ＰＣＡに基づく措置とは別に］固別の金融
機関の具体的な事情に応じた裁量的な指導等が行なわれるといわれる。
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　92年12月以降のＰＣＡの実績は表５の通りである。レバレッジ・レイシ
オで２％以下になって，破産管財人ないし財産保全人が任命されることに
なっている「危機的未達」（表面上は債務超過になっていない場合でも,閉鎖さ
れ得る）の問題金融機関は，93年６月に18行であったが，95年６月には４
行に減少した。
［5.3］早期是正措置の問題点：協同組織金融機関の視点から
　［早期是正措置に関する検討会『中間とりまとめ』］
　96年12月26日に大蔵省の早期是正措置に関する検討会『中間とりまと
め』が，発表された。その考え方は，まず金融機関が資産内容の自己査定
を行なって，正味の自己資本比率を算出し，次に外部監査を活用して，金
融機関の自己査定の正確性を確保する。そして，監督当局が検査・モニタ
リングの結果を加味して，自己資本比率に応じた是正措置を発動するとい
うものである。基本的な考え方に問題があるわけではないが，早期是正措
置によって影響を受けやすい専門性のある金融機関，ここでは協同組織金
融機関からみた問題点を発掘してみたい。
　この『中間とりまとめ』では，協同組織金融機関についてづ主意すべき
指摘がある。「Ⅱ．早期是正措置の具体的内容について」の「（3）｡協同組
織金融機関の資産構成の特殊性等」には，「下部機関にあっては上部機関
への預け金が多い一方，上部機関にあっては下部機関からの預かり金をイ
ンターバンク市場の運用を含め金融機関向け債権の形で運用しているウエ
イトが高い。これらの金融機関の自己資本比率の算出において，こうした
資産構成の特殊性を無視し，分母を総資産ベースとした場合には，必ずし
もリスクを適切に反映しない形で自己資本比率が算出されることとなって
しまうという問題があ」ること，「上部機関は自己資本比率のコントロー
ルが制約される面があり（相互援助制度の実施，日銀特融の通過機関としての
貸出の実施等）」，何らかの配慮が必要としている点である。
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（表６）早期是正措置の区分
　さらに，協同組織金融機関のみについてではないが，修正国内基準を自
己資本比率に用いる場合には，「劣後債務等の負債性資本調達手段を算入
することを認める」ことや，「制度導入時に第二区分又は第三区分に該当
する金融機関であっても,当該金融機関が既に合理的と認められる経営改
　　　　　　　　　　　　　　　－32－
善計画を策定しており，かつ同計画が比較的短期間で確実に達成できると
見込まれる場合には，当該金融機関の属する区分より上の区分の措置を講
ずることができることと」された点は，重要である。
　とはいえ，「早期是正措置は，法律に基づく行政処分の発動基準である
ことから，確たる合理的理由なしに差別的取扱いを行う仕組みを設けるこ
とは不適当であり，全金融機関に対し公平な取扱いがなされる必要があ
る」ともしている。
　［貸し渋りの問題］
　早期是正措置の第二区分（個別措置の実施命令）・第三区分（業務停止命令）
に該当する場合でも，導入時には直ちに適用されないことがあるとはいえ，
協同組織金融機関の場合にはいくつかの困難も存在する。たとえば，中小
企業取引に特化することが制度上義務付けられている信用金庫等の場合，
資本金で９億円未満の中小企業を対象とするといってもその大宗は小規模
企業で，かつその過半は赤字経営で，借入金比率も高く，利息の延滞等も
生じやすく，倒産・廃業等の可能性も大きい。したがって，自己査定を行
なうとき，信金等の取引先は「正常先」が少なく，ほとんど「要注意先」
「破綻懸念先」で，第Ⅱ・Ⅲ分類になってしまうため，「引当て・償却」が
相当程度必要になる。大きな信用リスクを内包する場合，自己資本比率に
は低下要因となるのである。とくに，信用金庫等は事業地域を制限されて
いるため，特定の産業・特定業種への貸出に偏りがちで，ファンダメンタ
ルズの悪い地域に営業基盤をもつ場合，信用リスクの程度は相当大きい。
　したがって，信金等は自己査定を厳しく行なうと，当然のことながら，
中小企業向け貸出を回避する一方，引当て・償却の必要が小さく，リスク
・ウエイトが低いため自己資本比率の分母の小さくなる地公体向け融資や
住宅ローンに傾斜することになる。いわゆる，クレジット・クランチ（貸
し渋り）が発生することになるのである。
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　自己査定は，基本的には「各金融機関の独自性・多様性を尊重すべき」
といわれるが，過去に異常値を抱えた金融機関では，「正常先」について
用いる貸倒実績率が大きくなるという問題もある。第Ⅱ分類でも，単に赤
字経営であるとか，担保不足といった理由だけで形式的に判断することに
は問題もあろう。経営者の資産が大きいこともありえるからである。
　歴史的・理論的には，市場の限界ないし市場の失敗から信金等の協同組
織金融機関は生まれてきた。すなわち，市場型システムに馴染まない分野
へ対応しており，それが専門性，地域性である。したがって，市場型シス
テムの論理だけでは，説明しきれないおそれあるが，員外取引がある以上，
市場型システムと整合性を保つ必要もあり，市場規律に基づくルールを排
除できないことも十分認識する必要がある。
　都市銀行でもリテール・バンキングを行なっており，同様な課題を基本
的には有しているが，都銀などは比較的優良なリテール・バンキングつま
り優良中小企業・富裕個人層に特化しており，貸し渋りを行なうとしても
限界的なリテール先になると考えられる。
　［自己資本の問題］
　協同組織金融機関の自己資本は，基本的に出資と内部留保（準備金・積
立金等）であるが，出資が会員・組合員の事業を利用するための拠出金で
あり，その調達範囲が限定的で，株式会社の資本のように広く一般の投資
家から調達できるものとは異なる。とくに，出資は額面発行で，株式のよ
うに時価発行できるわけでもないので，市場から計画的かつ大量に調達す
ることができず，また出資配当を考えると，相当のコスト増加となる。
　したがって，自己資本を充実させるには，出資配当を下げて出資増を行
なうこと，剰余（利益）を内部留保することをまず行なうことが必要であ
るが，それ以外に配当を出資の形で行なうこと（出資による配当，回転出資）
や，按配出資（普通出資よりも配当率が低い），優先出資（議決権なし，普通出
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資よりも配当が高い），償還出資（一定期間後に出資ではなくなる），投資出資
　（会員向けの投資目的の出資）などが必要である（詳しくは，全国信用金庫協会
　［1997］参照）。
　この点で，『中間とりまとめ』で，劣後債務が認められたことは評価さ
れる。しかし，負債性資本調達手段にいたずらに依存することは，いわば
安易に走る危険もある。あくまで，緊急避難的な場合に限定されるべきで
あろう。
［5.4］修正国内基準の問題:CRA-rating的方式の必要性
　今回の早期是正措置の導入にあたって，従来の国内基準による自己資本
比率を採用している金融機関は，修正国内基準となった。分母をリスクア
セット方式とするものであるが，この方式は預貸率の低い金融機関にとっ
ては，自己資本比率を引き上げる効果がある。すなわち，自己資本比率を
高めるには，貸出を抑えること，つまり貸し渋ることが有利となる矛盾を
もっている。
　むしろ，国際基準に統一して，８％という基準を国内基準採用金融機関
については，６％にするような方式もありえよう。金融ビッグバンを控え
て，ダブル・スタンダードのそしりを招くような基準には問題がある。ま
た，早期是正措置の基準として自己資本比率のみでよいかは，今後検討さ
れるべきであろう。アメリカでも,自己資本比率と金融機関経営の連動性
については問題ありとの考え方もある（とくに指標の先行性などについて）。
　そこで，協同組織金融機関のように専門性・地域性の強い場合，アメリ
カで採用されているＣＲＡ（地域再投資法ないし地域融資促進法) -ratingが
参考になる（村本［1996］参照）。ＣＲＡは1977年に地域還元，低中所得層，
マイノリティ保護のために制定され，消費者運動などに支持されたものの，
事務コストなどから問題も多いものとされていた。しかし，89年の改正で
ＣＲＡの達成状況が評価されるようになり(CRA-ratingの導入), 94年の改
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正では12あった審査項目を「貸出，サービス，出資」の３つに集約した上
で，評価も５段階とし，とくにリテールに特化した金融機関については，
　「貸出」の評価を重視するようにして，事務量も削減した。このＣＲＡ及
びCRA-ratingが地域に資金を還元し，地域活性化に寄与していること
は，評価されよう。
　そこで，日本でも地域に事業地域を限定されている金融機関には, CRA
的な評価（地域貢献度）を与え，それが高ければ，早期是正措置の第二・
第三区分でも上位の区分にするとの考え方もありえよう。いずれにしても，
協同組織金融機関に早期是正措置のインセンティブを与えることが必要と
なる。
　　6.結　　び
　早期是正措置の導入が市場型金融システムの実現にとって重要な要素で
あることはいうまでもない。そして，早期是正措置が自己資本比率によっ
てカテゴライズされることは既に見た通りである。しかし，アメリカでは
表５の（注３）にあるように, CAMEL総合レート１（最上級）を獲得し
ており，かつ業務規模を大幅に拡大中ないし拡大を計画中でない場合には，
それぞれ３％以上・未満でも可とあるように，自己資本比率以外の指標も
注目される点に注意を要する。しかし，あくまで自己資本比率中心である。
この点に関連して，かつて調査視察で訪れたおりに，アメリカのＯＣＣ（通
貨監督庁）の検査官が，「自己資本比率は先行指標だりえず。自己資本比率
悪化の場合には，問題がすでに悪化している。 ＣＡＭＥＬの方が重要。」と
述べたことは印象的であった（全国信用金庫協会［1994Ｄ。また，ハイマン
・メリルリンチ議長も，シカゴ連銀の1993年コンファレンスで「銀行経営
にとって，自己資本比率よりも収益性が重要である」と指摘している(FRB
　［1993Ｄ。また最近，視点はやや異なるものの，グリーンスパン連銀議長
は，シカゴ連銀のコンファレンス（95年）で，自己資本比率規制は支持す
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るが，弱点もあるとし，信用リスクだけを対象とするので，金利リスクに
対応できないことや証券化に対応できない，ことを指摘している
　(Greenspan［1995Ｄ。かつて，イギリスのファイナンシャル・タイムズの
編集長を訪問した折に, BIS自己資本比率規制について，日本の銀行の
オーバープレゼンス対策の側面が強いこと，世界の資金供給機能からは問
題があること，さらにコンチネンタル・イリノイは比較的自己資本比率が
高い銀行だったが破綻したこと，などを指摘されたことがある。
　このように，自己資本比率のみで金融機関経営を見るには批判も多いの
である。今後，一定の社会的使命を委ねられている機関には，単純な手法
ではなく，木目細かい検査・監督体制が期待される。
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